
島 根 県 報

� �

��������	

地方自治法 (昭和��年法律第��号) 第���条第�項の規定により､ 日原町長から次のとおり字の区域を設定する旨の届

出があったので､ 同条第�項の規定により告示する｡

なお､ この届出に係る字の区域の設定の効力は､ 土地改良法 (昭和��年法律第�	
号) 第	�条の�において準用する同

法第
�条第�項の規定による鹿足 (日原) 地区中山間地域総合整備事業 (柳工区) の換地処分の告示のあった日の翌日か

ら生ずる｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

鹿足郡日原町大字柳村字柳を設定する区域

第��

�号 平成��年�月��日 (�)

大 字 字 地 番

柳村 大坪 �
�､ �
�の�､ �

から�

まで

柿木田 �
�､ �
�､ ���､ ��	､ �
	

家ノ前 ���
の�､ ���
､ ���
の�

屋敷 ����

� �

� �

字の区域の設定 (市 町 村 課) �

換地計画書の縦覧 (農 村 整 備 課) �

県営土地改良事業の工事の完了 ( 〃 ) �

保安林の指定 (�件) (森 林 整 備 課) �

漁船損害等補償法の規定に基づく付保義務の発生 (水 産 課) �

島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の一部改正 ( 〃 ) �

島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱の一部改正 ( 〃 ) �

大規模小売店舗立地法の規定による大規模小売店舗新設の届出 (�件) (経 営 支 援 課) 


大規模小売店舗立地法の規定による大規模小売店舗に係る事項の変更の届出 ( 〃 ) �


��
��

島根県立島根女子短期大学学術情報ネットワークシステム (業務系システム) 一式 (総 務 課) �

に係る随意契約の相手方等

島根県立島根女子短期大学学術情報ネットワークシステム (演習系､ 通信系システ ( 〃 ) �

ム) 一式に係る随意契約の相手方等

� �

平成�
年��月��日付け島根県報号外第�
�号中 (人事委員会事務局) 	

����������������������������������������������������
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平成��年�月��日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

(ただし､ 右地番は､ 平成��年�月��日現在のものである｡ )

��������	

土地改良法 (昭和��年法律第���号) 第��条の�第	項の規定に基づき､ 県営土地改良事業に伴う益美 (美都) 地区金

谷工区の換地計画を定めたので､ 同条第
項において準用する同法第��条第�項の規定により次のとおり縦覧に供する｡

なお､ 当該換地計画に不服がある場合は､ 縦覧期間満了後��日以内に､ 島根県知事に対して異議申立てをすることがで

きる｡

平成�
年	月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

	 縦覧に供する書類の名称

換地計画書

� 縦覧の期間

平成�
年	月�
日から��日間

� 縦覧の場所

美都町役場

�������
	

次に掲げる県営土地改良事業の工事は完了したので､ 土地改良法 (昭和��年法律第���号) 第���条の�第�項の規定に

より告示する｡

平成�
年	月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

森林法 (昭和�
年法律第���号) 第��条の�第	項の規定により保安林の指定をするので､ 同法第��条第�項において

第�����号 平成�
年	月�
日(�)

家廻り ����

家ノ前大町 ����

新田町 ����

川久保 ���
の	

日ノ浦 ����の	

堤下 ����

及びこれらの区域に隣接介在する道路､ 水路である国有地の全部

事 業 名 完了年月日

飯石北 (三刀屋) 地区 (鳥槙地区) 農道事業 (県営中山間地域総合整備事業) 平成��年��月��日

飯石北 (三刀屋) 地区 (坂本森谷地区) 農道事業 (県営中山間地域総合整備事業) 平成��年�月�
日

飯石北 (掛合) 地区 農道事業 (県営中山間地域総合整備事業) 平成��年��月��日

飯石北 (掛合) 地区 (身内原地区) 用排水施設事業 (県営中山間地域総合整備事業) 平成��年�月��日

飯石北 (掛合) 地区 (郷原地区) 用排水施設事業 (県営中山間地域総合整備事業) 平成��年�月��日

飯石北 (掛合) 地区 (井出畑地区) 用排水施設事業 (県営中山間地域総合整備事業) 平成��年�月��日



島 根 県 報

準用する同条第�項の規定により告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林の所在場所

江津市二宮町神主����―�､ ����―�､ ����―�､ ����―��から����―��まで､ ����―�	､ ����―�
から����―��ま

で､ ����―��､ ����―�､ ���
―�､ ����―�､ ����―
､ ����､ ����､ ���	―�から���	―
まで､ ���	―�､ ����

から����まで､ ����､ ����―�､ ����―�､ ����―�､ ����―�､ ����―�､ ����―
､ イ���､ イ���―�､ ロ���､ ロ

���､ ロ���―�､ ロ���―�､ ロ��	―�､ ロ���―�､ ロ�
�からロ���まで､ ロ��
からロ���まで､ ロ���―�

� 指定の目的

水源のかん養


 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は､ 定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする｡

( ｢次のとおり｣ は､ 省略し､ その関係書類を島根県庁及び江津市役所に備え置いて縦覧に供する｡ )

��������	

森林法 (昭和��年法律第�
�号) 第��条の�第�項の規定により保安林の指定をするので､ 同法第��条第�項において

準用する同条第�項の規定により告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

�� 保安林の所在場所

那賀郡三隅町大字室谷��	､ ��	内�､ ���､ ���､ ���内�､ ���から���まで､ ����､ ����―�､ 金城町大字波佐イ

���	､ イ����―�､ イ����―
､ イ��	�､ 大字長田ロ���､ ロ���内�からロ���内
まで､ ロ���

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は､ 択伐による｡

� 主伐として伐採をすることができる立木は､ 当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする｡

� 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする｡

�� 保安林の所在場所

江津市都野津町����―�､ ����―�､ ����―�	､ 那賀郡三隅町大字井野ニ����､ ニ����―�

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

第����	号 平成��年�月��日 (�)



島 根 県 報

� 主伐は､ 択伐による｡

� 主伐として伐採をすることができる立木は､ 当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする｡

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする｡

( ｢次のとおり｣ は､ 省略し､ その関係書類を島根県庁並びに江津市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する｡ )

��������	

漁船損害等補償法 (昭和��年法律第��号) 第���条の�第�項の規定による届出を審査した結果､ 次の加入区について､

同法第���条第�項の規定による同意があったと認めたので､ 同法第���条の�第�項及び漁船損害等補償法施行規則 (昭

和��年農林省令第��号) 第��条の�の規定により告示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

松江市加入区 (松江市漁業協同組合)

�������
	

島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱 (平成�	年島根県告示第���号) の一部を次のように改正する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� �

� この告示は､ 平成��年�月��日から施行する｡

� この告示による改正後の島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の規定は､ 平成�
年��月��日以後に貸し付けら

れた島根県漁業近代化資金について適用し､ 同日前に貸し付けられた島根県漁業近代化資金については､ なお従前の例

による｡

��������	

島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱 (平成�	年島根県告示第���号) の一部を次のように改正する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条第�号中 ｢�
�パーセント｣ を ｢�
�パーセント｣ に改める｡

� �

� この告示は､ 平成��年�月��日から施行する｡

第��
	�号 平成��年�月��日(�)

別表中

｢

｣

を

｢

｣

に改める｡

年�
�パーセント以内

年�
�
パーセント以内

年�
�パーセント以内

年�
�パーセント以内

年�
�パーセント以内

年�
�パーセント以内

年�
�パーセント以内

年�
�パーセント以内

年�
�％以内

年�
�
％以内

年�
�％以内

年�
�％以内

年�
�％以内

年�
�％以内

年�
�％以内

年�
�％以内



島 根 県 報

� この告示による改正後の島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱の規定は､ 平成��年��月��日以後に貸し

付けられた島根県漁業経営維持安定資金について適用し､ 同日前に貸し付けられた島根県漁業経営維持安定資金につい

ては､ なお従前の例による｡

��������	

大規模小売店舗立地法 (平成��年法律第��号) 第�条第	項の規定による届出があったので､ 同条第
項の規定により､

次のとおり告示する｡

なお､ この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を

有する者は､ この告示の日から�月以内に､ 次の�に定めるところにより意見を述べることができる｡

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

	 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

平田中ノ島
街区 (仮称) 島根県平田市中ノ島土地区画整理事業地内
工区��街区�―	他

� 大規模小売店舗を設置する者の名称､ 代表者の氏名及び住所

株式会社シェルパ 代表取締役 山本恭則 島根県平田市平田町
���番地

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称､ 代表者の氏名及び住所

株式会社シェルパ 代表取締役 山本恭則 島根県平田市平田町
���番地

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成��年�月��日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

��
��平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の位置及び収容台数

���台 店舗所在地内

イ 駐輪場の位置及び収容台数


�台 店舗所在地内

ウ 荷さばき施設の位置及び面積

��平方メートル 店舗建物内

エ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

����立方メートル 店舗所在地内

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

開店時刻 午前�時 閉店時刻 午後�時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前�時��分から午後�時��分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

�カ所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前�時～午後�時

� 届出年月日 平成��年��月��日


 届出及び添付書類の縦覧場所

第�����号 平成��年	月��日 (�)



島 根 県 報

平田市地域振興課 (平田市平田町���番地�)

� 意見書の提出先､ 意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名又は名称及び住所 (団体にあってはその名称､ 代表者の氏名及び住所､ 法人にあってはその名称､ 代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地)

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は､ 自署によること｡

��������	

大規模小売店舗立地法 (平成��年法律第��号) 第�条第�項の規定による届出があったので､ 同条第�項の規定により､

次のとおり告示する｡

なお､ この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を

有する者は､ この告示の日から�月以内に､ 次の�に定めるところにより意見をのべることができる｡

平成�	年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

平田中ノ島�街区 (仮称) 島根県平田市中ノ島土地区画整理事業地内�工区
�街区�―�他

� 大規模小売店舗を設置する者の名称､ 代表者の氏名及び住所

株式会社シェルパ 代表取締役 山本恭則 島根県平田市平田町��
�番地

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称､ 代表者の氏名及び住所

株式会社シェルパ 代表取締役 山本恭則 島根県平田市平田町��
�番地

株式会社マナ・ティー 代表取締役 山本学 広島県広島市安佐南区緑井�丁目
�―
�

ルビュール 立石明雄 島根県平田市平田町
�		―��

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成�	年�月�日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計


�����
平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の位置及び収容台数

�
台 店舗所在地内

イ 駐輪場の位置及び収容台数

	�台 店舗所在地内

ウ 荷さばき施設の位置及び面積


	平方メートル 店舗建物内

エ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

第���
�号 平成�	年�月�	日(	)



島 根 県 報

������立方メートル 店舗所在地内

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

開店時刻 午前�時 閉店時刻 翌午前�時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

	
時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

�カ所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前�時～午後
時

� 届出年月日 平成��年�月�日

� 届出及び添付書類の縦覧場所

平田市地域振興課 (平田市平田町���番地�)

� 意見書の提出先､ 意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名又は名称及び住所 (団体にあってはその名称､ 代表者の氏名及び住所､ 法人にあってはその名称､ 代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地)

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は､ 自署によること｡

��������	

大規模小売店舗立地法 (平成��年法律第��号) 第�条第�項の規定による届出があったので､ 同条第�項の規定により､

次のとおり告示する｡

なお､ この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を

有する者は､ この告示の日から�月以内に､ 次の�に定めるところにより意見をのべることができる｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイソー松江上乃木店 島根県松江市上乃木�丁目��―	�

� 大規模小売店舗を設置する者の名称､ 代表者の氏名及び住所

株式会社ナガタ 代表取締役 長田孝道 鳥取県米子市角盤町�丁目���

� 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗の名称

変更前 ホームセンターエビス松江店

変更後 ダイソー松江上乃木店

第�����号 平成��年�月��日 (�)
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イ 大規模小売店において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

変更前 株式会社ナガタ 代表取締役 長田孝道 鳥取県米子市角盤町�丁目���

変更後 株式会社大創産業 代表取締役 矢野博丈 広島県東広島市西条町大字吉行字向�―��

ウ 変更の年月日 平成��年��月��日

� 届出年月日 平成��年��月��日

	 届出及び添付書類の縦覧場所

松江市商工課 (松江市末次町��番地)


 意見書の提出先､ 意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名又は名称及び住所 (団体にあってはその名称､ 代表者の氏名及び住所､ 法人にあってはその名称､ 代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地)

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は､ 自署によること｡

� � � � � �

次のとおり随意契約の相手方を決定したので､ 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 (平

成�年政令第�
�号) 第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則 (平成�年島

根県規則第��号) 第�条の規定により公示する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 購入等件名及び数量

島根県立島根女子短期大学学術情報ネットワークシステム (業務系システム) 一式

� 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県総務部総務課 島根県松江市殿町�番地

	 随意契約の相手方を決定した日

平成��年��月��日


 随意契約の相手方の氏名及び住所

新日鉄ソリューションズ株式会社大分支社 大分県大分市東春日町�
番��号

� 随意契約に係る契約金額

���
������円

� 契約の相手方を決定した手続

随意契約

� 随意契約とした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第��条第�項第�号の規定による｡

第�����号 平成��年�月��日(�)
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次のとおり随意契約の相手方を決定したので､ 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 (平

成�年政令第���号) 第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則 (平成�年島

根県規則第��号) 第�条の規定により公示する｡

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

	 購入等件名及び数量

島根県立島根女子短期大学学術情報ネットワークシステム (演習系､ 通信系システム) 一式


 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県総務部総務課 島根県松江市殿町	番地

� 随意契約の相手方を決定した日

平成��年��月��日


 随意契約の相手方の氏名及び住所

株式会社えすみ松江営業所 島根県松江市西嫁島�丁目
番��号

� 随意契約に係る契約金額

����������円

� 契約の相手方を決定した手続

随意契約

� 随意契約とした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第��条第	項第
号の規定による｡

� �

平成��年��月��日付け島根県報号外第���号中に誤りがあったので､ 次のように訂正する｡

第�����号 平成��年	月��日 (�)
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